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 主旨
　新型コロナウィルス感染症（COVID-19）は世界中に多くの問題を投げかけましたが、一方で新しい様々な工夫を生み
出す契機にもなりました。人類の発展は共創と交易により生まれ、人口増加と人口密度の高い地域生活を可能としました
が、これは同時に災害と感染症に対する脆弱性を高める結果を招きました。その意味では、現在私たちが直面する多くの
問題は、人類の発展の必然の結果と言えるでしょう。また、地球温暖化による台風の巨大化や頻発化、大雨や大雪、干ばつ、
寒波や熱波など、気象災害は激甚化しています。さらに、危険性が叫ばれて久しい首都直下地震や南海トラフの巨大地震
による被害は、国の存続にも影響を及ぼす「国難災害」になると予想されています。東日本大震災の影響も福島県を中心
に未だに続き、その復興には多くの課題の解決と時間をかけた取り組みが必要です。私は、東日本大震災以来、現在の防
災に関わる重要課題の多くが、従来の細分化が進んだ特定の学問分野や少数の関連分野の連携だけでは解決できないも
のであることを痛感するとともに、防災関係者が忘れてはいけない自然に対する敬意や謙虚な姿勢の重要性を再認識し
ています。
　ところで、現在の我が国の財政状況や少子高齢人口減少を考えれば、今後の巨大災害への取り組みは「貧乏になってい
く中での総力戦」と言えます。しかも事後対応のみによる復旧・復興が難しいことから、脆弱な建物や施設の強化とともに、
災害リスクの高い地域から低い地域への人口誘導など、発災までの時間を有効活用したリスク軽減対策が不可欠です。ま
た「自助・共助・公助」の中で、今後益々減少する「公助」を補う「自助」と「共助」の確保とその継続がポイントになります。
　これらの課題への対応は、研究的には理工学と人文社会学や生命科学を含む関連分野を融合した研究成果に基づく
ハードとソフトの組み合わせ、さらに産官学に金融とマスコミを合わせた総合的災害マネジメントが重要になります。また
社会環境としては、防災対策に対する意識を「コストからバリュー」へ、さらに「フェーズフリー」なものにしていくことが求
められます。従来のコストと考える防災対策は「一回やれば終わり、継続性がない、効果は災害が起こらないとわからない
もの」になりますが、バリュー（価値）型の防災対策は「災害の有無にかかわらず、平時から組織や地域に価値やブランド力
をもたらし、これが継続されるもの」になります。災害時と平時のフェーズを分けないフェーズフリーな防災対策は、平時の
生活の質を向上させるとともに、それがそのまま災害時にも有効活用できる防災対策です。
　上記のような認識に基づき、東京大学生産技術研究所の目黒研究室（総合災害管理学、国際防災戦略学）は、（一財）生
産技術研究奨励会の特別研究会として、持続的に防災対策を推進する仕組みとしての「防災ビジネス」を産官学で検討す
る研究会を設立し、活動を続けております。防災のビジネス化を目指す理由は、公助の不足を補う自助や共助の担い手で
ある個人や法人の「良心」や「道徳心」に訴える従来の防災はもはや限界だからです。私は公助にも質的変化を求めていま
す。従来の行政が公金を使って主導する公助から、個人や法人が自発的に防災対策を進める環境を整備する公助への変
化です。本研究会では、現在の限られた防災市場を対象とするのではなく、この市場を国内外で大きく拡大するとともに、
CSR(企業の社会的責任)ではなく現業のビジネスとして関係者が取り組むことのできる魅力的な市場の創造と育成を実
現する技術やサービスを検討しています。
　RC77では、これまでの活動を踏まえた上で、大学と産官の知恵と資源のより一層の融合と有効活用によって、人々の
生命と財産を災害から守るとともに、発生する被害の最小化と災害を被災地の問題解決に活用する「より良い復興」に貢
献する事業やサービス、プロダクトを一緒に考えます。そしてこれらがビジネスとして成立・発展する仕組みの構築を目指
します。多くの皆さまの参加をお待ちしています。

参　加　費：賛助員の場合　：10万円（別途賛助員年会費１口10万円がかかります）
　　　　　　 非賛助員の場合：20万円
　　　　　　 上記の参加費で３人/１社まで参加可能。３人を超える場合はご相談ください。
定　　　 員：参加社数制限なし
運 営 方 法：年5回程度の全体会以外にワーキング（WG）活動を行います。メンバーによる議論に基づいて
　　　　　　 WGを立ち上げ、主旨で説明したいくつかの議論に対して、防災・危機管理ビジネスからの具体
　　　　　　 的な提案に向けた分析と検討を行います。
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